
令和３年度大分県医療費適正化推進協議会

【資料２】
令和４年２月２４日（木）１５：３０～１６：５０

生活習慣病の発症・重症化予防の
推進について



第２期データヘルス計画(H30～35)に基づき国保保険者として取組を実施
※働き盛りから後期高齢者に至るまでの生涯にわたる分析結果
▼特定健診未受診者・・・・・・・・・・・・・・・40～50代(中年期)の受診率が顕著に低い

発症・重症化後に医療機関を受診＋健診受診者に比べて医療費が高い傾向

▼医療費の高額・疾病の重症度・・・・・・医療機関のみ＞医療＋特定健診＋保健指導
▼就業中（社保）から疾病を発症 ・・・・・退職後国保に加入時点で、すでに重症化
▼国保・社保時代に未関与の加入者・・後期高齢者医療加入後に重症化し、治療開始

医療費も高額な例が多数

▼重複多剤投与が散見される薬剤 ・・・眠剤・向精神薬・胃腸薬 等

※データヘルス：保険者が健診・医療データ等の分析により健康課題を可視化し、保健事業を効果的・効率的に実施

○ 県民医療費が増加
▼ 11年間で1.2倍、734億円増（H17:3,822億円 → H29:4,641億円）

○ 特に75歳以上の一人当たり医療費が高い
▼ 県平均の2.61倍（県平均:403千円 、75歳以上平均:1,046千円）

○ 医療費の3割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占める

▼ 重症化による人工透析では年間約500万円の医療費が必要
（国保の場合→国92万円、県95万円、保険料69万円、被用者保険支援金等126万円）

データヘルス推進によるさらなる取組が必要

令和３年度 データヘルス推進事業

保健・医療・介護データを連結・分析し、さらに効果的なデータヘルスを実施
● 国 → 令和３年度からマイナンバーカードによる医療・保健・介護データの閲覧システムを構築
● 大分県 → 平成３０年度からデータを連結した分析を先行的に実施し、取組課題が明確化 （県レベルで初）
● 分析結果に基づく、生活習慣病発症・重症化予防に向けたPDCAによる個別支援体制の強化・検証等の進捗管理が必要

現状 課題

「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向けて
県⺠医療費は引き続き上昇することが予想されている。

健康寿命の延伸

経済的負担の軽減
本人・保険者双方のメリッ

ト

先を見据えた
生活習慣改善の徹底

介護データ
医療データ
健診データ

連結

１） 特定健診等受診率向上及び生活習慣病重症化予防に向けた未治療者･治療中断者の適切・確実な受診のための体制整備 （拡充）
● ハイリスク者を早期に抽出し支援につなげるため治療中の検査データを特定健診とみなすための体制づくり（※）
● 特定健診・がん検診等未受診者の要因や受診パターン等の分析、各種健診のセット受診促進による対象者の行動特性を踏まえた受診体制づくり（※）
● 生活習慣病（高血圧・高脂血症・虚血性心疾患・脳血管疾患）未受診者･治療中断者の受診勧奨強化（※）

１） 生活習慣病重症化予防体制整備 （拡充）

● 保健指導充実強化抽出ツール、オンライン面接の活用による迅速・適切・効果的な保健指導を行う体制強化（実践及び県内健診機関等職員の人材育成）
● 生活習慣病重症化予防に向けた国保加入者への普及啓発の徹底（ＴＶ,雑誌,バス,ＪＲ,ＳＮＳ等、公共広告等の効果的な活用による戦略的な啓発実施）

１） 保健・医療・介護データ連結による分析 （拡充）
● 専門家を交えたデータ連結分析検討会の開催と実践（※）

２） ＰＤＣＡサイクルに基づくデータヘルスの推進 （拡充）
● 保健・医療・介護データの分析結果に基づく特定健診等の受診勧奨に向けた普及啓発の徹底（各種広報媒体の活用）
● 第３期データヘルス計画策定を踏まえたデータヘルス推進（実践･研修） ● 保健所の分析体制強化による市町村支援の拡充

３） 服薬適正化によるポリファーマシー対策の推進（医療費適正化） （拡充）
● レセプトデータ分析に基づく、重複多剤服薬の是正による医薬品の適正使用に向けた個別指導（※）

４） データヘルス推進・医療費適正化に向けた基盤体制の整備 （継続）
● 医療,保健,福祉,学識経験者からなる協議会より助言を得てデータヘルスを推進
● 生活習慣病重症化予防に向けた医療と保険者の連携による個別支援の強化に係る検討

１．分析結果・取組課題に基づく施策の展開・個別支援の強化

２．生活習慣病予防・早期発見・治療に向けた特定健診・がん検診等受診率の向上

３．生活習慣病重症化予防による健康寿命の延伸と医療費の適正化

注：（※）はモデル市町村の選定により取組を推進し、他市町村への横展開を実施

国保医療課
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生活習慣病の発症・重症化予防の推進【特定健康診査の推進①】
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

（１）医療機関と連携した特定健診受診率向上に向けた取組
事業名：特定健康診査に係る診療情報提供体制整備【R1〜継続】
内容：生活習慣病の重症化リスクが高い者へ必要な支援を行うため、医療機関における治療中の検査

データを特定健診結果として取得する（みなし健診）ための体制を整備する
モデル事業として⺠間企業に委託し効果的な取組を横展開（R3モデル：豊後⼤野市）
①健診未受診で医療機関が検査データを保有する者を健診･医療レセプトデータ分析により抽出
②医療機関からのデータ取得に関する関係医師会等との協議・調整
③検査データ受領に係る本人の同意取得（又は、健診受診勧奨）のための勧奨通知

評価：これまでにモデル７自治体で実施、医療機関と連携した効果的な取組を各市町村で展開
検査データ取得にあたっては更なる効率化が必要
健診未受診者の約７割弱は生活習慣病で通院中であり、生活習慣病重症化ハイリスク者への早期支援
を行うため、引き続き、各地域の医師会・医療機関と連携した取組が必要
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（２）特定健診未受診者への効果的な受診勧奨の取組
事業名：健診等未受診者勧奨事業【R2〜継続】
内容：特定健診・がん検診データの分析結果に基づき、過去の受診行動や年代に応じた受診勧奨や健診

情報の提供を行う。
モデル事業として⺠間企業に委託し、効果的な取組を横展開（R3モデル：豊後⼤野市）
①健診・がん検診データ分析から未受診者分類し受診勧奨対象者を抽出
②ナッジを活用した効果的な勧奨資材や健診情報紹介WEBサイトを活用した受診勧奨通知

評価：これまでにモデル３自治体で実施
対象者の特徴に応じた効果的な勧奨がポイントであり、⺠間企業のAI分析による対象者抽出が効果的
モデル事業で得たノウハウを活用し、各市町村で効率的に実施できる体制の検討が必要

生活習慣病の発症・重症化予防の推進【特定健康診査の推進②】
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

3



（４）特定健診個別健診集合契約【H30〜継続】
内容：県医師会（受託医療機関）との集合契約により、対象者が居住地以外の受託医療機関でも特定

健診を受診できる体制を整備する
R3.4現在契約：462医療機関

（３）事業者健診結果の取得の取組
内容：働き盛り世代である中年期へ早期に支援を行うため、労働安全衛生法に基づき事業者が実施する

健康診断（事業者健診）の結果を取得する体制を整備する
①本人の申出による受理又は事業所の協力を得て受理
②本人同意を得て健診機関や医療機関から受理

（５）大分県保険者協議会を通じた各医療保険者の連携による取組
各保険者での効果的な取組や課題を共有し、共通課題に対して連携した取組を実施する
※平成30年度から県が保険者協議会事務局（国保連合会から移管）
構成：健康保険組合連合会⼤分連合代表、全国健康保険協会⼤分支部代表

市町村国⺠健康保険代表、国⺠健康保険組合代表、共催組合代表、後期高齢者広域連合代表
国⺠健康保険団体連合会代表、医師会代表

（６）新型コロナウイルス感染症への対応
内容：対象者が安心して健診を受診できる環境を整備する

感染防止対策の徹底、完全予約制や地区割等での人数制限、⼤規模会場のみでの実施
感染拡⼤状況に応じて受診勧奨

評価：感染拡⼤防止に配慮した対策を講じているが、感染の不安からの受診控えで受診率は低迷している
医療機関での個別健診はワクチン接種のため影響が出る地域があった
一方で予約制導入による混雑緩和に対する好反応もあり、実施体制の充実につながった
連続未受診等が受診行動にも影響するため、まずは感染拡⼤前の受診率に戻す必要がある

生活習慣病の発症・重症化予防の推進【特定健康診査の推進③】
令和３年度 大分県データヘルス推進事業
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生活習慣病の発症・重症化予防の推進【特定保健指導の推進①】
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

（１）特定保健指導等従事者研修会
目的：保健指導従事者の資質の向上、保健指導実施体制の充実を図る
内容：①第１回特定保健指導従事者研修会（生活習慣病重症化予防研修会）

令和３年１２月１６日（木） オンライン研修
・講義１「特定健診・特定保健指導の基本的な考え方」
・行政説明「⼤分県の健康課題の現状」
・講義２「生活習慣改善に向けた保健指導 〜初任者向け 効果的な⾷生活改善指導のポイント〜」
・講義３「循環器病予防のための保健指導

〜定健診結果の評価と保健指導従事者が知っておくべきポイント〜」

②第２回特定保健指導従事者研修会（保健指導充実強化研修会）
令和４年２月２日（水） オンライン研修

・テーマ「情報通信技術を活用した効果的な保健指導について」
・行政説明「⼤分県の保健指導の実施状況」
・講義「特定保健指導及び生活習慣病重症化予防の指導における情報通信技術の効果的な活用」

（２）情報通信技術を活用した保健指導の実施
事業名：生活習慣病重症化予防個別指導強化事業【R3新規】
内容：生活習慣病重症化リスクが高いハイリスク者に対してICTを活用した個別指導を行う

モデル事業として⺠間企業に委託して実施（R3モデル自治体：⽵⽥市）
①⺠間企業が保有するアプリと連携した約４ヵ月の保健指導
②ウェアラブル端末や塩分測定器によるモニタリング
③保健指導実施者とかかりつけ医及び保険者との指導レポートの共有による継続支援

評価：新型コロナ感染拡⼤により対面での保健指導を見直す自治体もあった。
情報通信技術を活用した保健指導の実施に向けては、保健指導従事者がその利点や欠点等を理解した
上で活用できるようにするとともに、県内で活用できる体制の整備が必要がある。
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生活習慣病の発症・重症化予防の推進【生活習慣病重症化予防の推進①】
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

（１）生活習慣病の治療中断者等を医療機関への適切な受診につなげるための取組
事業名：生活習慣病未治療者等分析・受診勧奨事業【R3新規】
目的：生活習慣病の重症化リスクがあるが受診していない者や治療を中断している対象者に対して、

医療機関への受診を勧奨し、適切な受診行動につなげる
内容：モデル事業として⺠間企業に委託し効果的な取組を横展開（R3モデル：⼤分市、国東市）

①データ分析による未治療者及び治療中断者の抽出
②関係医師会への協力依頼
③適切な受診行動を促す効果的な資材による受診勧奨、受診意向の把握による支援

評価：⺠間企業によるレセプト分析により治療中断者を効率的に抽出（効果検証は３月予定）
今年度の検証結果をふまえ更に効果的に取組を横展開できるようモデル自治体での取組を継続する
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医療費の３割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占める
・人工透析の医療費:年間約500万円、透析患者数:H30 3,546人/100万人(全国ﾜｰｽﾄ５)

「かかりつけ医と専門医」「医療機関と市町村（保険者）」の連携促進
・大分大学病院に｢糖尿病性腎症重症化予防専門外来｣を開設

かかりつけ医や市町村への支援等の重症化予防ステーションとしても機能

・各市町村での｢個別支援検討会｣で患者ごとの治療方針を関係者で検討

R２取組

課題① かかりつけ医での腎機能検査と治療の実施及び専門医との連携
・患者の多くが糖尿病の有症状部位（眼科・皮膚科・内科等）で受診･治療
・専門外のかかりつけ医でも、腎機能に着目した検査や治療の実施が必要
・「遠くでも専門医に受診や相談ができるよう、専門医とオンラインで
つないでほしい。」とのかかりつけ医の声

腎機能が急激に悪化した年代（N=769）

60.0% 81.8% 79.5% 77.1% 77.8%

0.0%

100.0%

40〜49歳 50〜59歳 60〜64歳 65〜69歳 70〜74歳

課題② 腎機能が急激に悪化する50代の受診等の徹底

現 状

R3に向けての課題

令和３年度 糖尿病性腎症重症化予防推進事業

１．かかりつけ医での適切な腎症治療に向けた環境整備
① 「かかりつけ医研修会」の開催

・糖尿病治療における腎機能検査の必要性や専門治療の教示

② 専門医に適切に患者を紹介する仕組みづくり
◎ 専門外来の継続とステーション機能の強化
・患者の受診に関わらず、かかりつけ医等からの相談対応充実

・専門医とかかりつけ医との治療計画書の共有徹底
・遠隔地等の患者・かかりつけ医の診療補助として、専門医と

のオンラインでの情報共有体制の整備

◎ 専門医への患者紹介ガイドの作成
・かかりつけ医での腎機能検査・治療の指針
・専門医への紹介の基準、手続き等の提示

◎ 各市町村での個別支援検討会の定例化の徹底
・定例化によりハイリスク対象者を確実に専門医に紹介

◎ 糖尿病性腎症重症化予防推進効果検討会議の開催
・市町村等の個別支援の取組・成果を専門医等が検証

２．重症化リスクの高い50代前後の中年期へのアプローチ強化
① 治療中断・未受診者への受診勧奨の強化

・新たに中年期に特化し、市町村等が行う受診勧奨の支援

ナッジ理論の活用：ハガキ・ポスター等
寄り添い型の勧奨：家庭訪問・電話・メール等

② 生活習慣改善を目指した中年期への保健指導の徹底
◎ 患者, 家族, 地域の各レベルに応じた取組強化の支援

ア）市町村での健康教室等の拡充（検査・実技等）

・簡易な尿検査による腎機能の把握と保健指導への活用
イ）オンラインによる重症化予防保健指導の実施

・働き盛り世代が対応可能な時間･方法での保健指導の開始

・オンライン面接による保健指導充実強化研修会の開催
◎ 行動変容を促す普及啓発の強化

・中年期向けにSNSを活用した反復による普及啓発の強化
・大分大学等と連携した各地域・職域への出前講座の実施

R3取組

新規人工透析の導入回避
→健康寿命延伸と医療費適正化

専門外来

国保医療課
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（１）かかりつけ医、専門医・専門外来、保険者の連携強化に向けた取組
①「大分大学附属病院糖尿病性腎症重症化予防専門外来（R2.5月開設）」の機能の強化

生活習慣病の発症・重症化予防の推進【糖尿病性腎症重症化予防の推進②】
令和３年度 大分県糖尿病性腎症重症化予防推進事業

【専門外来の機能】
○かかりつけ医からの紹介患者に対する療養指導等
・専門医･看護師･管理栄養士等多職種チームによる療養指導
・専門医によるかかりつけ医への治療や薬の処方等の助言

○重症化予防支援の県内ステーション機能
・かかりつけ医等を対象とした研修によるスキルアップの支援
・市町村等（保険者）が行う患者の個別支援等への助言
・ホームページやマスメディア等を活用した県⺠への広報 など
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生活習慣病の発症・重症化予防の推進【糖尿病性腎症重症化予防の推進②】
令和３年度 大分県糖尿病性腎症重症化予防推進事業

（２）糖尿病性腎症重症の治療中断者等を医療機関への適切な受診につなげるための取組
事業名：糖尿病性腎症重症化予防未治療者等分析・受診勧奨事業【R１〜継続】
目的：糖尿病性腎症の重症化リスクがあるが受診していない者や治療を中断している者に対して、医療

機関への受診を勧奨し、適切な受診行動につなげる
内容：モデル事業として⺠間企業に委託し効果的な取組を横展開（R3モデル：⽵⽥市、豊後高⽥市）

①データ分析による未治療者及び治療中断者の抽出
②関係医師会への協力依頼
③適切な受診行動を促す効果的な資材や電話による受診勧奨、受診意向の把握による支援

評価：これまでに９モデル自治体で実施
効果的な資材に加えて電話での受診勧奨を行うことで受診につながった。
改定版県プログラムの対象者抽出基準に基づき、更に効果的・効率的に受診勧奨できるようにする

サンプル
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新聞掲載広告 （大分合同新聞 令和３年１１月１４日掲載分）

生活習慣病の発症・重症化予防の推進【糖尿病性腎症重症化予防の推進③】
令和３年度 大分県糖尿病性腎症重症化予防推進事業

（３）普及啓発
各種媒体を活用し糖尿病性腎症に関する広報を繰り返し行い、重症化予防に向けた生活習慣の改善や
適切な受診行動等につなげる。

①雑誌・新聞での広告掲載及び県ＳＮＳによる広報
・月刊mogu2 １０月号（９月２０日発行） ・月刊セーノ！ １０月号（１０月 １日発行）
・県ＳＮＳでの投稿
・新聞広告（令和３年１１月１４日（日）⼤分合同新聞） ※世界糖尿病デーに合わせて掲載

②市町村のケーブルテレビを活用した啓発

雑誌掲載広告（mogu2,セーノ！,シティ情報おおいた）
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（１）ポリファーマシー対策としての服薬適正化の取組【H30〜継続】
目的：医療（調剤）レセプトデータ分析結果に基づき、重複服薬対象者に対してかかりつけ薬局等での

「お薬相談」を勧奨するとともに、関係医師会、薬剤師会等と連携し、医薬品の適正使用を推進
内容：モデル事業として⺠間企業に委託し効果的な取組を横展開（R3モデル：⼤分市・⽵⽥市・由布市）

対象者の定義：同一月内に同一成分の薬剤（内服薬）が複数の医療機関から14日以上処方されている者
①レセプトデータ分析結果を活用した重複多剤服薬対象者の抽出
②ソーシャルマーケティング⼿法等を活用した資材作成、対象者への「お薬相談」勧奨通知（R3.10〜11月）
③かかりつけ医・かかりつけ薬局でのお薬相談の実施

医療の効率的な提供の推進 （医薬品の適正使用の推進）
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

●●

評価：これまでに８モデル自治体で、関係医師会・薬剤師会等の協力を得て実施
重複服薬対象者の抽出基準が明確ではなく、対象者の精査に時間を要しているため、より効率的に対象者
を把握するためのデータ抽出基準等について、薬剤師等の専門職の助言を得て検討する必要がある。
また、薬剤師会や医師会と連携し、対象者に応じた効果的な介入方法を検討する必要がある。
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内容：各種広報活動を展開し、特定健診受診及び生活習慣病重症化予防について普及啓発を行う。
各種広報物による広報活動の実施（11月〜３月）

（Ｗｅｂ）ＬＰサイト開設、Youtube広告（29秒、6秒バンパー）、県SNS発信
（映像） テレビＣＭ（県内３局計135本放送）、デジタルサイネージ（⼤分駅等）
（紙媒体）ポスター（ＪＲ・⼤分バス・⼤分交通車内、自治体等）、

⼤分合同新聞広告（２回）、雑誌mogu2広告（２回） 等

・ポスター（大分交通、大分バス）

・特設Ｗｅｂサイト

・テレビＣＭ

生活習慣病の発症・重症化予防の推進 （普及啓発）
令和３年度 大分県データヘルス推進事業

評価：多様な媒体の活用により、県⺠からの反応等から認知の効果はあったと考える
各医療保険者等と連携し、より効果的な啓発方法を検討する必要がある

二次元コード
（3/31まで掲載）

・大分駅デジタルサイネージ
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